
 

財政の健全性に関する比率について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）の規定に基づ

く財政の健全性に関する比率について、同法第３条第１項及び第22条第１項の規定

により、次のとおり報告する。 
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 令和７年度 島田市財政の健全性に関する比率 

 

 

１ 健全化判断比率 

                                （単位：％） 

健全化判断比率 島田市 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 ― 12.11 20.00 

連結実質赤字比率 ― 17.11 30.00 

実質公債費比率 5.2 25.0 35.0 

将来負担比率 3.0 350.0  

 

 

２ 公営企業の資金不足比率 

                           （単位：％） 

公営企業の名称 島田市 経営健全化基準 

島田市水道事業会計 ― 20.0 

島田市病院事業会計 ― 20.0 

島田市公共下水道事業会計 ― 20.0 

 

 

 



（白紙） 



（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

令和５年度 - - 5.8 9.3

令和６年度 - - 5.7 7.0

令和７年度 - - 5.2 3.0

早期健全化基準等 （単位：％）

うち臨時財政対策債 発行可能額

財政再生基準 20.00 30.00 35.0財政再生基準 20.00 30.00 35.0
早期健全化基準 12.20 17.20 25.0 350.0
財政再生基準 20.00 30.00 35.0

早期健全化基準 12.15 17.15 25.0 350.0

財政再生基準 20.00 30.00 35.0

早期健全化基準 12.11 17.11 25.0 350.0

財政再生基準 20.00 30.00 35.0
令和７年度 24,540,432 0

23,409,856 244,986

令和６年度 23,973,223 117,669

令和５年度

将来負担比率
標準財政規模（千円）

静岡県島田市

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率

参考① 健全化判断比率の状況

令和７年度決算に係る健全化判断比率は次のとおりです。
○実質赤字比率 一般会計等の実質収支に赤字は生じていません。 (参考②参照）
○連結実質赤字比率 一般会計等及び特別会計の実質収支に赤字は生じていません。

また、企業会計に資金不足は生じていません。
これらの合計について、連結実質赤字は生じていません。 (参考②参照）

○実質公債費比率 5.2％ 前年度の 5.7％に比べ 0.5ポイントの低下です。 (参考③参照）
○将来負担比率 3.0％ 前年度の 7.0％に比べ 4.0ポイントの低下です。 (参考④参照）

財政の健全性に関する比率について （参考）

 



（単位：千円）

令和５年度 令和６年度 令和７年度

一般会計 1,059,546 1,052,756 1,214,121

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計 0 0 0

休 日 急 患 診 療 事 業 特 別 会 計 3,784 2,682 895

1,063,330 1,055,438 1,215,016

23,409,856 23,973,223 24,540,432

-4.54 -4.40 -4.95

（単位：千円）

令和５年度 令和６年度 令和７年度

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 715,358 738,297 782,526

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 124,793 111,764 81,278

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計 3,977 1,931 2,792

介 護 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計 6,044 1,092 7,400

水 道 事 業 会 計 1,445,893 1,446,947 1,405,096

病 院 事 業 会 計 3,627,084 3,014,980 1,645,839

公 共 下 水 道 事 業 会 計 125,888 140,469 204,705

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 － － －

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 － － －

7,112,367 6,510,918 5,344,652

23,409,856 23,973,223 24,540,432

-30.38 -27.15 -21.77

※　水道事業会計、病院事業会計及び公共下水道事業会計は、正の値なら剰余額、負の値なら資金不足額を表します。

※　実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、「実質赤字比率（％）」又は「連結実質赤字比率（％）」は負の値で表示しています。

法非適用企業 宅地造成事業以外

合　　　　　計　(一般会計等を含む。）　Ｃ

標準財政規模（再掲）　　Ｂ

連結実質赤字比率　（％）　　 Ｃ／Ｂ

標準財政規模　　　　　　　Ｂ

実質赤字比率　（％）　　Ａ／Ｂ

会　　計　　名
実質収支額又は資金不足・剰余額

一般会計等以外の特別会計のうち
公営企業に係る特別会計以外の会計

法適用企業 宅地造成事業以外

参考②　実質赤字、連結実質赤字比率の状況

会　　計　　名
実質収支額

一般会計等 一般会計等に属する
特別会計

 小　　　計 　　　　　　　Ａ　　　　



（単位：千円）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨～⑭
元利償還金の額
（繰上償還額等を
除く）

積立不足額を考慮
して算定した額

満期一括償還地方
債の１年当たりの元
金償還金に相当す
るもの（年度割相当
額）

公営企業に要する
経費の財源とする
地方債の償還の財
源に充てたと認めら
れる繰入金

一部事務組合等の
起こした地方債に
充てたと認められる
補助金又は負担金

公債費に準ずる債
務負担行為に係る
もの

一時借入金の利子 特定財源の額 ⑨から⑭までの合
計

5,358,024 令和５年度 4,478,456 0 0 785,068 94,500 0 975,426 3,163,290 1,219,308

5,136,483 令和６年度 4,293,361 0 0 747,217 95,905 0 936,785 3,116,923 1,082,775

5,135,923 令和７年度 4,183,081 861,996 90,846 0 1,124,463 3,009,175 1,002,285

▲ 560 前年との比較 ▲ 110,280 0 0 114,779 0 ▲ 5,059 0 187,678 ▲ 107,748 ▲ 80,490

（単位：千円）

⑮ ⑯ ⑰ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭
標準税収入額等 普通交付税額 臨時財政対策債発

行可能額
事業費補正により
基準財政需要額に
算入された公債費

事業費補正により
基準財政需要額に
算入された公債費
（準元利償還金に
係るものに限る。）

災害復旧費等に係
る基準財政需要額

災害復旧費等に係
る基準財政需要額
（準元利償還金に
係るものに限る。）

密度補正により基
準財政需要額に算
入された元利償還
金

密度補正により基
準財政需要額に算
入された準元利償
還金（地方債の元
利償還額を基礎と
して算入されたもの
に限る。）

令和５年度 16,852,474 6,312,396 244,986 20,246,566

令和６年度 17,046,159 6,809,395 117,669 20,856,300

令和７年度 17,320,107 7,220,325 0 21,531,257

273,948 410,930 ▲ 117,669 674,957

（単位：％）

A÷B×100

令和５年度 6.02230 5.8
令和６年度 5.19160 5.7

令和７年度 4.65502 5.2

▲ 0.53658 ▲ 0.50000

▲ 13,731 ▲ 140,173 46,156

実質公債費比率
（単年度） 実質公債費比率

（３ヵ年度平均）

255,279 2,601,028 260,616

241,548 2,460,855 306,772

258,726 2,698,822 205,742

標準財政規模 Ｂ

- =

参考③　実質公債費比率の状況

地方債の
元利償還金等 Ａ

- - =

○ 標準的な一般財源の規模である「標準財政規模」に対する公債費等充当一般財源の比率です。
○ 令和７年度及び過去２年度の各年度の算定結果の平均を用います。
○ 普通交付税の基準財政需要額に算入される要素を除外して算定するため、分母、分子双方から普通交付税の基準財政需要額に算入される

元利償還金額を差し引いて算定します。
○ 令和７年度単年度比率が令和６年度よりも低下した要因（令和６年度 5.19160 ⇒ 令和７年度 4.65502 の比較）

算定の分子については、公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に充てたと認められる繰入金が増加したものの、元利償還金
の額の減少、特定財源の額の増加により、全体で減少しました。
算定の分母である標準財政規模は、標準税収入額等、普通交付税額が大きく増加したことから、全体で増加しました。
結果として、分子の金額が減少するとともに、分母の金額が増加したため、単年度比率が前年度より低下しました。

○ ３か年度平均比率が5.7％から5.2％へと低下した要因
令和７年度の単年度比率が、令和４年度の単年度比率（5.97125）を下回ったことによるものです。

地方債の元利償還金＋準元利償還金
－ ⑧ 特定財源の額 － 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

標準財政規模 － 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

Ａ

Ｂ
×100（％）

①～⑦
⑨～⑭

⑮～⑰ ⑨～⑭

○実質公債費比率は、次の算式による比率の過去３ヵ年度の平均数値

 



（単位：千円）

合計

地方道路公社 土地開発公社 第三セクター等 Ａ
令和５年度 43,558,317 1,157,195 10,857,793 0 4,972,727 0 0 0 0 0 0 60,546,032

令和６年度 41,974,445 1,064,354 9,945,773 0 4,766,638 0 0 0 0 0 0 57,751,210

令和７年度 39,747,417 975,686 9,761,354 0 4,987,578 0 0 0 0 0 0 55,472,035

前年との比較 ▲ 2,227,028 ▲ 88,668 ▲ 184,419 0 220,940 0 0 0 0 0 0 ▲ 2,279,175

（単位：千円） （単位：千円）

合計 将来負担額 充当可能財源等

うち都市計画税 Ｂ Ａ Ｂ
令和５年度 13,139,741 7,561,881 7,556,850 37,952,251 58,653,873 令和５年度 60,546,032 58,653,873 1,892,159

令和６年度 12,879,507 7,152,827 7,152,827 36,249,827 56,282,161 令和６年度 57,751,210 56,282,161 1,469,049

令和７年度 13,532,330 6,760,614 6,760,614 34,530,444 54,823,388 令和７年度 55,472,035 54,823,388 648,647

前年との比較 652,823 ▲ 392,213 ▲ 392,213 ▲ 1,719,383 ▲ 1,458,773 ▲ 2,279,175 ▲ 1,458,773 ▲ 820,402

令和５年度 1,892,159 20,246,566 9.3

令和６年度 1,469,049 20,856,300 7.0

令和７年度 648,647 21,531,257 3.0

▲ 820,402 674,957 ▲ 4.0

÷ ＝

ー ＝

Ｃ
参考③
のＢ

将来負担
比率（％）

充当可能基金額
特定財源見込額

基準財政需要額
算入見込額 Ｃ

組合等
負担等見込額

退職手当
負担見込額

設立法人の
負債額等

負担見込額

連結実質
赤字額

組合等連結
実質赤字額
負担見込額

充当可能財源等

参考④　将来負担比率の状況

将来負担額

地方債
の現在高

債務負担行為
に基づく

支出予定額

公営企業債等
繰入見込額

○標準的な一般財源の規模である「標準財政規模」に対する令和７年度末の地方債等負債残高（将来負担額）の比率です。
○将来負担額については、充当可能基金額、特定財源見込額及び普通交付税の基準財政需要額に算入される見込金額を
控除して算定します。

○令和７年度将来負担比率が3.0％となった要因

・分子である地方債の現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、公営企業債等繰入見込額が減少となったため、将来負担額は減少しました。

・標準税収入額等、普通交付税額が増加となったため、分母である標準財政規模から元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要算入額

を引いた金額が増加となったことから将来負担比率全体は低下しました。

将来負担額－充当可能基金額－特定財源見込額－

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

標準財政規模－
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

Ｃ

参考③
のＢ

○将来負担比率は、次の算式によって算出した数値

×100（％）












